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2019年10月～2020年６月
活動報告

第180回総会 2020年7月9日（木）

第24期 日本学術会議会長

山極 壽一 1



・2019年10月、京都で第16回STS (Science and 
Technology in Society)フォーラムが開催

・日本学術会議は、Academy of Science 
Presidents’ Meetingを主宰

・「The Never-Ending Excitement and Value of 
Discovery Research」（仮訳：ディスカバリー・サイエ
ンスの限りなき感動と価値）をテーマに、20か国のアカデ
ミーが参加して活発に議論

科学技術と人類の未来に関する
国際フォーラム
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・2019年10月、「第６期科学技術基本計画に向けての提言」
・①基礎研究の重要性、②学術の多様性・統合性、③バランスの取れた
投資、が日本の学術の持続的な発展にとって重要であることを指摘

・1)次世代を担う博士課程学生への経済的支援の抜本的拡充、
キャリアパスの多様化

2)学術の多様性に資する公的研究資金制度
全体のグランドデザインの再構築

3)科学者コミュニティにおける多様性の実現
4)科学技術政策への科学者コミュニティの参加
という４つの提案

第６期科学技術基本計画に向けて

3

「研究力強化・若手研究者支援総合
パッケージ」として実現



・2019年12月、公開シンポジウム「持続可能な野生動
物システムの構築と人材養成」を開催

・2018年６月の環境省自然環
境局長からの審議依頼を受け、
課題別委員会で審議を重ねた
回答「人口縮小社会における
野生動物管理のあり方」の内容
をシンポジウムで公開

野生動物管理のあり方
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・2019年12月、ミャンマーのネピドーにて、第19回アジア
学術会議(SCA)が開催

・“Research and Innovation for Sustainable 
Development in Asia”（アジアにおける持続可能な
開発のための研究とイノベーション）をテーマに、延べ10
以上の国・地域から約220名が参加

アジア学術会議(SCA)

5（右）ミャンマー教育大臣 →



・2020年1月、「科学技術基本法改正に関する日本
学術会議幹事会声明」を発出

・「科学技術」の範囲に、
「人文科学」が含まれること、
「イノベーション創出」を広い射程
で捉える方向性を評価

科学技術基本法改正

6

6月 科学技術基本法等の
一部を改正する法律案 成立



・2020年3月開催予定の学術フォーラム「未来への挑
戦ー日本学術会議100年に向けてー」を中止

・講演者及び討論者の発表を、ビデオと文章で日本学術
会議のホームページに掲載

「未来からの問い」特設ＨＰ
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・2020年3月、幹事会声明「新型コロナウイルス感染症
対策に関するみなさまへのお願いと、今後の日本学術
会議の対応」を発出

・第二部に大規模感染症予防・制圧体制検討分科会
を設置

・日本学術会議のホームページに英語の情報提供コー
ナーを立ち上げ

新型コロナウイルス感染症への対応
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・2020年5月、新型コロナウイルス感染症の影響による
世界の変化について、中長期的視点から対談方式で
語り合い、その様子を日本学術会議HPで一般に公開

新型コロナウイルス感染症への対応

http://wwwc.cao.go.jp/lib_011/mirai/talk/monte_cassim-1/monte_cassim-1.html
http://wwwc.cao.go.jp/lib_011/mirai/talk/akiba-1/akiba-1.html
http://wwwc.cao.go.jp/lib_011/mirai/talk/kaji-1/kaji-1.html
http://wwwc.cao.go.jp/lib_011/mirai/talk/oki-1/oki-1.html
http://wwwc.cao.go.jp/lib_011/mirai/talk/shioda-1/shioda-1.html
http://wwwc.cao.go.jp/lib_011/mirai/talk/inose-1/inose-1.html
http://wwwc.cao.go.jp/lib_011/mirai/talk/ochiai/ochiai.html
http://wwwc.cao.go.jp/lib_011/mirai/talk/takamura-1/takamura-1.html
http://wwwc.cao.go.jp/lib_011/mirai/talk/shibusawa-1/shibusawa-1.html
http://wwwc.cao.go.jp/lib_011/mirai/talk/gonokami-1/gonokami-1.html
http://wwwc.cao.go.jp/lib_011/mirai/talk/yoneda/yoneda.html
http://wwwc.cao.go.jp/lib_011/mirai/talk/kitsuregawa-1/kitsuregawa-1.html
http://wwwc.cao.go.jp/lib_011/mirai/talk/goka/goka.html


Ｇサイエンス学術会議共同声明

・2020年4月、
「新型コロナウイルス感染症の世界的流行に係る国際協
力の緊急的必要性について」の共同声明を先行公表
※これにあわせて、日本学術会議会長談話を公表
・2020年5月、
「基礎研究の重要性」
「健康推進への情報技術の活用：デジタルヘルス・ラーニ
ングヘルスシステム」

「地球規模での昆虫減少による生態系サービスの消失」
の共同声明を公表

G7サミットに向けた科学者による政策提言



COVID-19とオープンサイエンス

・2020年6月、学術フォーラム「COVID-19とオープンサ
イエンス」をオンラインにより開催

※提言「オープンサイエンスの深化
と推進に向けて」を公表



スポーツの価値

・2020年6月、2018年にスポーツ庁から審議依頼を受
けた、「科学的エビデンスに基づく「スポーツの価値」の普
及の在り方」への回答を鈴木スポーツ庁長官に手交

・あわせて、学術フォーラム「人生におけるスポーツの価値
と科学的エビデンス」をオンラインにより開催



日本学術会議総会報告

組織運営・
科学者間の連携

2020年７月９日
副会長 三成 美保

1．24期科学者委員会の構成と成果
2．24期における科学者委員会附置分科会の活動実績
3．財務委員会の活動
4．地区会議の活動成果
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1．第24期科学者委員会の構成と成果

科学者
委員会

男女共同参画分科会

GenderSummit10フォ
ローアップ小分科会

アンケート検討小分科会

学術体制分科会

学協会連携分科会
学協会法人化問題検討

小委員会

研究計画・研究資金検討分科会 各分野の評価小分科会

学術と教育分科会

ゲノム編集技術に関する分科会

研究評価分科会

軍事的安全保障研究声明に関する
フォローアップ分科会 2



１－１．科学者委員会の活動

3

◼学術会議ホームページの改善

◼男女共同参画に関する独自ページを作成（下参照）。

◼ 24期の女性会員比率は30％超を達成。

◼軍事的安全保障研究に関する独自ページを作成（右参照）。

◼ 23期からの継続課題（幹事会声明のフォローアップ）→大学アンケート調査・学
術フォーラム（下参照）



１－２．学協会の数

◼協力学術研究団体（増加中）

2,068団体（2020年6月現在）

◼協力学術研究団体の認定条件の見直し
→学協会連携分科会にて検討（本資料12頁を
参照）
◼「研究者」＝研究業績のある高校教員・実務家
（弁護士など）・専門職（医師・薬剤師など）を含む
◼「学術誌」＝複数の学協会による共同発行誌・専
門分野の特徴に応じた雑誌編集方針を容認
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２．24期における科学者委員会
附置分科会の活動実績

5

科学者委員会
→軍事的安全保障研究に関す

る大学アンケート調査
シンポジウム１回
学術会議HPの改善

男女共同参画分科会
→シンポジウム２回・「提言」２件予定

GenderSummit10フォローアッ
プ小分科会→シンポジウム３回

アンケート検討小分科会
→アンケート２回・提言案作成

学術体制分科会
→「提言」発出・シンポジウム（中止）

学協会連携分科会
→シンポジウム１回・学協会規定改正

学協会法人化問題検討小委員会
→シンポジウム案作成

研究計画・研究資金検討分科会
→大型研究計画審査・「提言」発出

各分野の評価小分科会
→大型研究計画審査（分野別）

学術と教育分科会
→シンポジウム２回

ゲノム編集技術に関する分科会
→シンポジウム１回・「提言」発出

研究評価分科会
→シンポジウム２回・「提言」予定

軍事的安全保障研究声明に関するフォ
ローアップ分科会→調査・「報告」予定

【24期の活動実績】
○科学者委員会・同付置分科
会とも全体として活動は非常
に活発であった。
○委員会・分科会とも、シン
ポジウム・提言発出等により、
市民との対話、政府への政策
提言を行うことができた。



２－１．男女共同参画分科会
（委員長：三成美保第一部会員）

◼24期にはすべての部にジェン
ダー系分科会を設置。

◼２つの小分科会で活動を分担。

◼提言２件を予定

◼提言「社会と学術における男女
共同参画の実現を目指して
―2030年に向けた課題―」（予
定）

◼提言「大学・研究機関の男女共
同参画推進に関する提言」（予
定）（アンケート検討小分科会
が原案作成）

◼シンポジウム開催全５件（小分科
会を含む）

◼医学部医学系入試における女子
学生の不公正処遇に関する「幹
事会声明」（2018年）発出に協力。

6

日本学術会議

科学者委員会

男女共同参画分科会

ジェンダー

サミット10

小分科会

アンケート検討

小分科会

各部

第一部

（人文・社会科

学）

第一部付置総合

ジェンダー分科

会

分野別委員会

(10分野）

社会学委員会

ジェンダー

研究分科会

ジェンダー

政策分科会

法学委員会

ジェンダー法

分科会

史学委員会

ジェンダー史

分科会

第二部

（生命科学）

第二部付置ジェン

ダーとダイバーシ

ティ分科会

第三部

（理学・工学）

第三部付置ジェン

ダーとダイバーシ

ティ分科会

24期におけるジェンダー系分科会の設置状況
■はジェンダー系分科会（うち■は24期の新設４件）



２－１．男女共同参画分科会（２）
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医学部医学系入試に関するシン
ポジウム（幹事会声明のフォ
ローアップを兼ねる）

全国ダイバーシティ・ネットワークと協力して
実施した大学アンケート結果の公表を兼ねる。
学術会議初の女性学長座談会を企画。



2－1－1．Gender  Summit 10
フォローアップ小分科会

（委員長：渡辺美代子第三部会員）

• Gender Summit 10（2017年5月25日～26日、於：東京、JST主
催・日本学術会議共催）のフォローアップとして毎年シンポジウ
ムを企画・開催した。
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2－1－2．アンケート検討小分科会
（委員長：三成美保第一部会員）

◼アンケート２種を実施

◼2019年２～３月「男女共同参画・ダイ
バーシティ推進の進捗状況に関する
大学・学術研究機関向けアンケート」

◼2019年12～2020年２月「男女共同参
画・ダイバーシティ推進の進捗状況に
関する研究者向けアンケート」

◼2019年11月17日学術フォーラム「学術
の未来とジェンダー平等－－大学・学協
会の男女共同参画推進を目指して」

◼提言予定

9

全国ダイバーシティ・ネッ
トワークにて概要を報告
https://www.opened.netwo
rk/questionary/questionary
-0001/



◼第24期開始と同時に設置（2017・11・24幹事会承認）
◼設置目的・審議事項

◼設置目的：学術の制度・振興等に関する諸問題を審議
する。

◼審議事項：①第６期科学技術基本計画に向けた検討、
②大学・研究機関の経営・評価に関する検討、③学術
体制・学術法制の国際比較調査・課題の整理、④学際
的・文理融合的な研究を推進するための体制づくりの
検討。

◼特に①に重点を置いて審議。

◼第１回（2018・１・26）〜第12回（2020・２・17）
◼ 提言「第６期科学技術基本計画に向けての提言」
（2019・10・31）
◼総合科学技術・イノベーション会議の有識者会合にお
いて本提言の骨子を説明（2019・11・７）。

◼学術フォーラム「日本の学術の現状と展望：第６期科
学技術基本計画に向けて」（2020・５・９予定⇒新型コ
ロナウィルス感染症の影響で中止）。

◼『学術の動向』2020年５月号に本提言の紹介記事。

２－２．学術体制分科会
（委員長：佐藤岩夫第一部会員）

提言「第6期科学技術基本計画に
向けての提言」（2019・10・31）
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◼基本的問題意識：
◼今日、日本の大学等の研究機関において、研究者各自の内発的関心に基づき長期的視野から腰を据えて基
礎研究に取り組む環境が急速に失われ、学術の裾野を形成する研究者の活動が弱体化している。研究時間
の劣化の問題も深刻。

◼かかる危機の本質を見極めることなく表層的な現象に対応しようとしても、問題は解決できず、むしろ研究の現
場の疲弊感は一層募ることになりかねない。

◼次期（第６期）科学技術基本計画に、以上の問題意識と具体的対応策の反映を目指す。

◼本提言の３つの基本的視点
◼基礎研究の重要性
◼学術の多様性・総合性への配慮
◼過度の「選択と集中」は避け、バランスのとれた研究投資

◼「人材育成」「研究資金」「大学等の研究組織」「学術の国際化」の４つの重要テーマに即して、以下の
内容を含む多数の具体的提言
◼次世代を担う博士課程学生への経済的支援の抜本的拡充、キャリアパスの多様化
◼学術の多様性に資する公的研究資金制度全体のグランドデザインの再構築
◼科学者コミュニティにおける多様性実現
◼科学・技術政策への科学者コミュニティ の参加（科学技術基本計画を含む科学技術政策の立案・実施・検証
の各プロセスにおける日本学術会議の組織的な関与）

◼次期（第６期）基本計画に向けて
◼本提言発出後に、科学技術基本法改正（2020年６月）
◼科学技術基本法の中に「イノベーション創出」を位置づける法改正 ⇐ 「基礎研究の重要性」「学術の多様性・
総合性への配慮」「バランスのとれた研究投資」という本提言の基本的視点は一層重要な意味。次期（第６期）
基本計画策定への本提言の内容の反映を目指す。

◼科学技術基本法改正と同時に行われた内閣府設置法改正（科学技術・イノベーション政策の司令塔機能の強
化） ⇐カウンターバランスとして、本提言が求めた科学・技術政策への科学者コミュニティの参加、その具体
的担い手としての日本学術会議の役割は一層重要に。

学術体制分科会
提言「第６期科学技術基本計画に向けての提言」

（2019・10・31）
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２－３．学協会連携分科会
（委員長：米田雅子第三部会員）

１ 提言「学協会に係る法人制度―運用の見直し、改善等について」
２０１９年２月 学協会法人化問題検討小委員会

(1)公益法人認定法の財務基準の見直し

①「収支相償基準」の弾力的な運用
②「遊休財産の保有制限」の緩和
③「公益目的事業比率」規制の見直し

(2) 学協会連携組織体の会計に係る制度
整備

①学協会連携組織体の会計に関するガイド
ラインの新設

②国際会議開催のための連携準備金制度
の新設

(3)現行制度の見直し、改善等に関する意
見交換会の定期的開催

日　 時： 2018 年 11 月 8 日（ 木） 午後 1 時 30 分～ 5 時

場　 所： 日本学術会議講堂（ 東京都港区六本木 7 丁目 22 番地 34 号）

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　       プログラム
　 　 　 　
　 　 　 　 　  総合司会　 　 谷口隆司　 　（ 公財） 日本学術協力財団　 常務理事　 　 　 　 　 　 　

13： 30　 　 開会挨拶　 　 三成美保　 　 日本学術会議副会長　 学協会連携分科会委員長　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　
13： 40　 　 講　 　 演　     惠　 小百合　 内閣府　 公益認定等委員会委員      　

　 　 　 　
14： 10　 　 講　 　 演　     雨宮孝子　 　（ 公財） 公益法人協会　 理事長　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　
14： 40　 　 報　 　 告　 　 学術団体に係る法人制度の見直し 、 改善等について（ 案）　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　      

　 　 　 　 　 　 　   　  　 　  池田駿介　 　 学協会連携分科会　 学協会法人化問題検討小委員会委員長

                                                            　 日本学術協力財団　 学協会運営支援委員会委員長

　 　 　 　
15： 10　 　 休　 　 憩　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　
15： 25　 　 提言案に関する会場との総合討論　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　 　 　 　  司　 　 会　 　 米田雅子　 　 日本学術会議会員、 学協会連携分科会副委員長　 　

　 　 　 　 　  提言担当　 　 池田駿介　 　 学協会法人化問題検討小委員会

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  菱田公一　 　 日本学術会議会員、 慶應義塾大学教授

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  大桃敏行　 　（ 一社） 日本教育学会事務局長、 学習院女子大学教授

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  中野明彦　 　 生物科学学会連合代表

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  小泉　 健　 　（ 公社） 農業農村工学会専務理事

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  杉山　 敦　 　（ 公社） 空気調和・ 衛生工学会事務局長

　 　 　 　
16： 50　 　 総括・ 閉会挨拶

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  浅島　 誠　 　（ 公財） 日本学術協力財団　 理事・ 第 20 期日本学術会議副会長

趣　 旨

2018 年 12 月に公益法人法の施行から十年を迎えるにあたり 、 日本

学術会議学協会連携分科会と日本学術協力財団学協会運営支援委員

会は、 学術をより発展させるために、 財務 3 基準・ 連携組織体制度・

小規模学協会などに関する法人制度見直しへの提言案をまと めた。

本シンポジウムでは、 提言案を報告すると と もに、 提言案に関して

会場の参加者と総合討論を行い、 より良き提言にまとめる。

日本学術会議公開シンポジウム

主　 催： 日本学術会議  科学者委員会  学協会連携分科会

　 　 　 　 日本学術協力財団  学協会運営支援委員会

参加費： 無　 料

申込み方法： 下記申込みフォームよりお申込みください

http s://w s.form zu .net/fg en/S82071163/

問合せ先： 日本学術協力財団  学協会運営支援委員会　 03-3403-9788  / 日本学術会議　 事務局企画課　 03-3403-6295
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２－３．学協会連携分科会（２）

２ 協力学術研究団体の規定の見直し案の検討

◯学術機関誌について（案）
「複数の学協会が発行する合同機関誌」
「当該団体が編集し出版社等が発行する機関誌」
→個別審査の上で、当該団体の機関誌とみなすことができるに改定

「予稿集、講演要旨集・・」→当該研究分野の特性に応じて、掲載された内容が学術論文に準じ
ると判断される場合には、説明書付きで、これらを学術機関誌とみなせるように改定

◯研究者の具体的範囲（案）
⑥の範囲を、様々な立場で（従事ではなく）、研究を行なっている者へと広げた。
① 大学、高等専門学校、大学共同利用機関等において研究に従事する者
②国立試験研究機関、特殊法人、及び独立行政法人等において研究に従事する者
③地方公共団体の試験研究機関等において研究に従事する者
④ 公益財団法人、公益社団法人、一般財団法人、一般社団法人等において研究に従事する者
⑤ 民間企業において研究に従事する者
⑥ その他、当該研究分野について、学術論文、学術図書、研究成果による特許等の研究業績を
有する者

13



2-4. 研究計画・研究資金検討分科会
（委員長：藤井良一第三部会員）

■2018年12月6日
・報告 第24期学術の大型施設計画・大規模研究計画に関するマスター
プラン策定の方針。

■2019年2月1日〜3月29日
・大型研究計画公募。要項策定・公表(2019年2月1日)

■2019年4月〜7月
・学術分野の大型研究計画評価小分科会における応募された大型研究計
画課題の評価。

■2019年7月19日（第12回分科会）
・大型研究計画の選定と重点大型研究計画ヒアリング課題の選定。

◼「第24期学術の大型施設計画・大規模研究計画に関するマスタープラ
ン策定の方針」を公表し、その後公募により学術大型研究計画の提案募
集を行った。 評価は分野別(第一部は部)に設置された評価小委員会で
実施され、分科会はその結果を基に大型研究計画を選定し、更にその中
から速やかに実施すべき重点大型研究計画を選定した。これらの結果を
提言としてマスタープラン2020として公表した。
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２－４．研究計画・研究資金検討分科会（２）

■ 2019年9月14日〜16日
・重点大型研究計画選定のためのヒアリング

■ 2019年10月7日（第14回分科会）
・重点大型研究計画選定及びそれを含む大型研究計画の策定
・学術大型研究計画：151件（区分Ⅰ：146件、区分Ⅱ：15件）
・重点大型研究計画：31件 (うち「継続」15件）

■ 2019年11月26日（第15回メール審議）
・提言「第24期学術の大型研究計画に関するマスタープラン」の策定

■ 2020年1月30日
・提言の公表

■ 2020年2月26日（第16回分科会）
・マスタープラン2020策定過程における問題と今後の課題
・第25期への引継ぎ事項・資料の作成について
・マスタープラン広報資料の策定について（作成しSCJ HPに掲載済み）
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２－５．学術と教育分科会
（委員長：橋本伸也第一部会員）

■公開シンポジウム（令和元年10月27 日）

大学教育の分野別質保証委員会と共催して「日本学術会議の分野別参照基準
----大学教育の質保証と教学マネジメント」を開催した。

■活動の評価と課題

1. 総じて、大学教育と科学技術政策の長期的変動について概観するとともに、
最近の政策的展開についても情報交換を行うことができた。

2. 質保証のための分野別参照基準のフォローアップは、本分科会設置時に課
せられた重要任務であったが、別途、大学教育の分野別質保証委員会が
設置されて主導的にこれを行うこととなり、本分科会の役割が曖昧になった。

3. そもそも、「学術と教育」という問題設定はあまりに一般的で一分科会で担
えるものではなく、実際は学術会議内の多くの委員会・分科会がその検討
に当たっている。本分科会では実際には大学改革の30年を概観するという
個別課題を設定して実りある議論をできた。

4. 「学術と教育」という一般的にすぎる呼称の分科会を今後も維持するかどう
かは再検討が必要であり、焦点を絞った組織を検討すべきだと思われる。
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２－５．学術と教育分科会（2）
5. 分科会で取り組んできた「大学

改革の30年」を回顧的に総括
する作業は「提言」等としての
発出には馴染まないことから、
これを策定しなかった。しかし、
とどまることなく継続される「大
学改革」を反省するための契
機として、この30年間に日本社
会と大学がどのように変貌した
のか、そのことの実像を広く公
論の場に提示する必要がある
との意見も強くあることから、
分科会での報告をもとにした特
集企画を雑誌等で行えないか
検討中であり、分科会委員の
間ではすでに合意が得られて
いる。
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２－６．ゲノム編集技術に関する分科会
（委員長：武田洋幸第二部会員）

◼平成30年4月設置

設置目的： 第23 期課題別委員会・提言「我が国の医学・医療領域におけるゲノム編集技術のあり

方」を受けて、ゲノム編集技術の喫緊の課題を検討する。

◼メール審議一回を含む合計８回の分科会を開催

ゲノム編集技術の現状、ヒト胚応用の規制に関する海外の動向、

国内の規制と法整備に向けた動きについて、委員および参考人か

らの情報提供、学術フォーラム（次頁）での議論を通して、今期の提

言案の作成・審議を進めた。

◼提言「ゲノム編集技術のヒト胚等への臨床応用に対する法規制の

あり方について」を2020年3月27日に公表した。

提言内容

(1)  ゲノム編集技術の臨床応用に関する法的規制の早期の実現

(2)  ゲノム編集技術の臨床応用に関する法的規制のあり方

(3)  国内的・国際的なルールメーキングのあり方
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２－６．ゲノム編集技術に関する分科会（2）

◼学術フォーラム 「ゲノム編集技術のヒトへの応用について考える」 を開催

2019年11月24日（日）（於：日本学術会議講堂）

参加人数： 講演者等：１２名、 その他の参加者：１２１名

本学術フォーラムは、日本学術会議・科学者委員会「ゲノム編集
技術に関する分科会」および日本学術会議・哲学委員会「いのち
と心を考える分科会」が共同で企画したもので、科学、医学、法
学、社会学、哲学などの多様な分野の講演、ならびにフロアーか
らの質問を交えた総合討論を行った。人類の財産である「ヒトゲ
ノムの多様性」を維持することが、法規制の理念となり得るこ
と、ヒト初期胚の基礎研究によりヒト胚ゲノム編集の臨床応用対
象の疾患が減らせる可能性などが提示された。本ファーラムに参
加した一般、学術学会、省庁、報道関係の参加者63名のアンケー
ト回答を得た。 19



２－７．研究評価分科会
（委員長：三成美保第一部会員）

◼第３回（４・19） メール審議

◼第４回（８・６）
◼ 関係諸機関との意見交換を実施

◼今後の課題・予定
◼分野別委員会へのアンケート（第２弾）を実施予
定。関連諸機関と協力しながら、今期中の提言を
発出予定。
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21

２－７．研究評価分科会（２）
下記のシンポジウムを企画・開催。



２－８．軍事的安全保障研究声明に関する
フォローアップ分科会

（委員長：佐藤岩夫第一部会員）
◼第24期の２年目に設置（2018・11・29幹事会承認）

◼１年目は科学者委員会直轄で行っていた審議事項を
本分科会が引き継ぐ。

◼設置目的・審議事項
◼設置目的：日本学術会議「軍事的安全保障研究に関
する声明」（2017・３・24）に対する大学等研究機関及
び学協会の対応を調査し、科学者コミュニティにおけ
る「声明」の受けとめの状況をフォローアップする。

◼審議事項：①「声明」に対する大学等研究機関の対応
の状況の調査・検証、②「声明」に対する学協会等の
対応の状況の調査・検証、③軍事的安全保障研究に
関する科学者コミュニティ及び社会の対話の促進。

◼第１回（2019・４・25）〜第６回（2020・７・６〔予定〕）
◼ 報告「『軍事的安全保障研究に関する声明』への
研究機関・学協会の対応と論点」（査読中）

◼関連の活動
◼科学者委員会HPに「軍事的安全保障研究に関する
検討について」のページを開設。

◼学術フォーラム「軍事的安全保障研究をめぐる現状と
課題」（2018.9.22）⇒『学術の動向』2019年６月号特
集。

報告「『軍事的安全保障研究に関
する声明』への研究機関・学協会

の対応と論点」（査読中）
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◼目的
◼ 「声明」は、軍事的安全保障研究が学問の自由及び学術の健全な発展と緊張関係にあることを確認した上
で、大学等研究機関に対して、軍事的安全保障研究と見なされる可能性のある研究の適切性を審査する制
度を設けることを求め、また、学協会等に対して、それぞれの学術分野の性格に応じてガイドライン等を設定
することを求めた。「声明」がどのように受けとめられているかのフォローアップを行う。

◼２つの調査の実施
◼大学等研究機関アンケート（2018年２月〜３月実施）：全国の国公私立大学、大学共同利用機関、国立研究
開発法人等183機関を対象に、「声明」への対応や軍事的安全保障研究に関する方針等を尋ねるアンケート
調査を実施し、135機関から回答（回収率73.8％） 。合わせて、軍事的安全保障研究や防衛装備庁「安全保
障技術研究推進制度」への応募等に関する規則類の情報も収集。

◼学協会アンケート（2020年１月実施）：日本学術会議に登録されている協力学術研究団体2,037団体を対象
に、「声明」への対応や軍事的安全保障研究に関する方針等を尋ねるアンケート調査を実施し、379団体か
ら回答（回収率18.6％） 。

◼調査結果の分析と論点整理
◼ 「声明」が大学等研究機関によって真摯に受けとめられ、各研究機関の対応に重要なインパクトを与えたこ
とが確認される一方、「声明」の基本的立場への違和感を示す意見も見られた。

◼本報告では特に重要な論点として以下を抽出： ①「声明」をめぐる基本的評価 、 ②「軍事的安全保障研究」
の概念とその適用 、③軍事的安全保障研究の適切性に関する審査制度の設計 、 ④「学問の自由」の理解。

◼各論点に関わる大学等研究機関及び学協会の意見の中には、すでに「声明」（及びそれと一体をなす報告
「軍事的安全保障研究について」〔2017・４・13 〕）の中に回答が用意されている事柄も少なくない。⇒本報告
において「声明」の趣旨・内容を再度丁寧に説明。

◼他方、「声明」の射程を超える指摘や意見についても確認・整理。⇒今後の議論の参考に供する。

◼今後に向けて
◼ 「声明」発出後も、「安全保障技術研究推進制度」への応募をめぐる様々な動き。
◼本報告で示した大学等研究機関、学協会の取り組みに関する知見、及びそこから抽出された論点等につい
て、また日本学術会議が果たすべき役割についてさらに議論を深め、「声明」の理解と定着をはかる。

軍事的安全保障研究声明に関するフォローアップ分科会
報告「『軍事的安全保障研究に関する声明』への
研究機関・学協会の対応と論点」（査読中）
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３．財務委員会の活動
◼ 2018年10月に設置（月１回の頻度で委員会を開催）

◼ ３副会長＋３部長で構成（委員長は三成）

◼ 2018年度決算報告

◼前年度の審議関係経費の決算報告について審議を行い、７月22日に会員、連携会員に対して文書で報告を

行った。

◼ 2019年度予算執行管理

◼ ３月末に配分を行った経費のうち、機能別・課題別委員会の開催のあり方について審議するとともに予算執行状

況を毎月確認。

◼予算管理簿を作成→各分科会の予算執行状況（予定を含む）の速やかな確認を可能とする。

◼各部の予算計画・執行管理は各部に委ねる。審議関係経費の配分区分毎に責任者を設置し、責任者、事務局

間で緊密な連携を図り、毎月の財務委員会において、予算執行状況の情報を共有することで、予算の逼迫を未

然に防いだ。

◼配分区分ごとの予算執行状況の進捗を見て、弾力的な予算再配分を行った（ただし、再配分後の執行は、新型

コロナウィルスが大きく影響する結果となった）。

◼ 2019年度決算報告

◼コロナ禍による活動自粛により、２～３月には予算執行が停滞した。

◼ 2020年度予算配分

◼学術会議審議予算は2019年度とほぼ同額であった。各部等への予算配分は2019年度とほぼ同額を配分した。

◼ 2020年度の審議関係経費は３月末の幹事会で了承を得て、配分済み。

◼ 2019年度同様の体制により、予算の逼迫を防ぐ。

◼また、25期に対して、24期の活動を踏まえた引継を行う。
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４．地区会議
◼地区会議の活動

◼科学者との懇談会の開催・学術講演会等の開催・地区会議ニュース等の発行・地

域社会の学術の振興に寄与することを目的とする事業など

◼全7地区会議→順調な取り組み（学術講演会等の実施）

◼（１）北海道

◼（２）東北（青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県）

◼（３）関東（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、 新潟県、

山梨県）

◼（４）中部（富山県、石川県、福井県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、 三重県）

◼（５）近畿（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県）

◼（６）中国・四国（鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛

県、高知県）

◼（７）九州・沖縄（福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖

縄県）
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